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     This paper aims to describe why sexual minorities’ 
libraries and archives are important. They have rare materials 
which are easy to lose in majority’s mainstream history. 
Minorities need places where they use such materials in safe. 
They are also useful to encourage minorities, to be the 
resources to write minorities’ own histories, to save themselves 
when disasters occur, and so on.  
 The interview research shows the LOUD (Lesbians 
of Undeniable Drive) library’s state, history, and some 
problems to solve in the future.  
 From over libraries and archives are important 
because not only they have their unique importance but also 
they have the function to re-product and to construct minorities’ 
communities. 
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ひとり親世帯の影響の検討 
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時点間比較― 
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本稿は，ひとり親世帯で暮らす子どもの読解力形成の規定構造の変
化を，時点間比較によって明らかにする．ひとり親世帯出身者は読解
力形成において不利を抱えているが，こうした問題は彼らの経済的資
源の少なさによって生じているとされてきた．このような経済的資源
剥奪仮説の検討を異なる 3 時点のデータを用いて行った．3 つのデー
タで同一のモデルを検討することにより，時点間による読解力形成の
規定構造に変化が生じたか否かを明らかにする．その結果，以下の知
見が得られた．(1)ひとり親世帯と二人親世帯を比べると，どの時点に
おいても読解力の平均値には有意な差があり，最も平均値が低いのは
父子世帯である．(2)母子世帯で暮らす子どもの読解力形成における不
利は，近年になるにつれ拡大している．また 2000 年では経済的資源に
よって説明されていた彼らの不利は，2009 年，2012 年のデータでは経
済的資源のみでは説明されなくなっている．(3)父子世帯で暮らす子ど
もの不利は，近年に至るほど縮小傾向にある．2009 年のデータでは，
読解力形成における彼らの不利は経済的資源によって説明されたが，
2000 年と 2012 年のデータでは，経済的資源のみでは説明されない．  
 
キーワード：ひとり親世帯，PISA，時点間比較  
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 1 はじめに  
 
2000 年代後半から子どもの貧困に関する研究が盛んになされてい
る(阿部 2008，阿部 2014，藤原 2012)．こうした研究は，子どもが貧困
に陥る要因として親の婚姻状態が重要であることを指摘してきた．特
に，母子世帯と父子世帯からなるひとり親世帯は，日本における貧困
世帯の 1 つとして位置付けられ，そこで暮らす子どもは貧困に陥るリ
スクが高いとされている．(余田 2012)．  
 ひとり親世帯は，そこで育つ子どもに様々な影響を及ぼすとされて
いる(坂本 2007)が，特に重要な課題の一つとして教育上の不利がある．
18 歳人口のおよそ半数が高等教育に進学する現在の日本において，学
力格差や学校教育からの早期の退出は，その後のライフコースに与え
る影響が大きいと考えられるため，こうした問題に取り組む意義があ
る．  
 本稿ではひとり親世帯で暮らす子どもの教育上の問題の中から，読
解力形成に着目する．本稿で扱う読解力は，単純にテキストを読み取
る能力ではなく，社会の様々な集団に積極的に参加できるような能力
として測定されている(国立教育政策研究所  2013)．こうした能力は学
校だけではなく，その後の社会生活においても重要な能力であるため，
子どもの学力の指標として扱う意義は大きい．  
ひとり親世帯の子どもの読解力に着目した研究は既に存在する (白川
2010)が，特に 2000 年以後の読解力形成の規定構造がどのように変化
したのかに焦点を当て分析を進めていく．  
2000 年以降，ひとり親世帯を取り巻く環境は大きく変化している．
2008 年のリーマンショックや 2011 年の東日本大震災後の景気変動に
よる影響を受けていることも考えられる．しかし本稿で，着目する点
は，2002 年に行われたひとり親世帯に対する政策の転換である．2002
年には，ひとり親世帯への就労支援を強化し，児童扶養手当は削減さ
れ，大きな転換点となった．こうした変化は少なからずひとり親世帯
に影響していると考えられ，2002 年以前とそれ以後のデータを比較，
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 検討することが本稿の重要な課題である．  
 
2 先行研究と分析枠組み 
 
2．1 先行研究 
日本においてひとり親世帯出身者の教育達成は近年いくつかの論
文(稲葉 2008，余田 2012 など)において，取り上げられている 1)．これ
らの研究はひとり親世帯出身者と二人親世帯出身者を比較した場合，
高等教育進学に関して格差が存在することを明らかにした．またこう
したひとり親世帯の不利は，貧困などの経済的要因によって一部分は
説明されたが，それだけでは説明されない母子世帯の不利も残ってい
る．  
一方でこれらの研究にもいくつか限界がある．これらの研究では幅
広いコーホートを含む調査を用いているため，長期的な趨勢を把握す
ることには適しているが，現在ひとり親世帯で暮らす子どもの問題を
扱うことは難しい．また経済的資源剥奪仮説の検証に際して，15 歳時
の暮らし向きといった主観的な指標が用いられている．  
こうした問題点に対して，白川(2010)や Park(2007)では，高校 1 年生
を対象としたデータを用いて，読解力形成におけるひとり親世帯の影
響を分析している．これらの研究でも経済的資源剥奪仮説が検証され
ているが，家庭の教育的資源や所有する本の冊数，親の就業形態とい
った変数が経済的資源の指標として用いられている．白川(2010)の分
析では，母子世帯の読解力形成における不利は，経済的資源によって
説明されている．  
本稿では主に白川(2010)の研究を基礎として，2000 年のデータで確
認された結果が，それ以後のデータでも確認されるのか否か，を検討
する．   
 
2．2 分析枠組み・仮説 
既に述べたように本稿では，ひとり親世帯で暮らす子どもの読解力
 
1 はじめに  
 
2000 年代後半から子どもの貧困に関する研究が盛んになされてい
る(阿部 2008，阿部 2014，藤原 2012)．こうした研究は，子どもが貧困
に陥る要因として親の婚姻状態が重要であることを指摘してきた．特
に，母子世帯と父子世帯からなるひとり親世帯は，日本における貧困
世帯の 1 つとして位置付けられ，そこで暮らす子どもは貧困に陥るリ
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 ひとり親世帯は，そこで育つ子どもに様々な影響を及ぼすとされて
いる(坂本 2007)が，特に重要な課題の一つとして教育上の不利がある．
18 歳人口のおよそ半数が高等教育に進学する現在の日本において，学
力格差や学校教育からの早期の退出は，その後のライフコースに与え
る影響が大きいと考えられるため，こうした問題に取り組む意義があ
る．  
 本稿ではひとり親世帯で暮らす子どもの教育上の問題の中から，読
解力形成に着目する．本稿で扱う読解力は，単純にテキストを読み取
る能力ではなく，社会の様々な集団に積極的に参加できるような能力
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子どもの学力の指標として扱う意義は大きい．  
ひとり親世帯の子どもの読解力に着目した研究は既に存在する (白川
2010)が，特に 2000 年以後の読解力形成の規定構造がどのように変化
したのかに焦点を当て分析を進めていく．  
2000 年以降，ひとり親世帯を取り巻く環境は大きく変化している．
2008 年のリーマンショックや 2011 年の東日本大震災後の景気変動に
よる影響を受けていることも考えられる．しかし本稿で，着目する点
は，2002 年に行われたひとり親世帯に対する政策の転換である．2002
年には，ひとり親世帯への就労支援を強化し，児童扶養手当は削減さ
れ，大きな転換点となった．こうした変化は少なからずひとり親世帯
に影響していると考えられ，2002 年以前とそれ以後のデータを比較，
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 形成の規定構造が 2000 年から変化したのか，という点に着目する．そ
こで分析は 2 つ行う．1 つ目は，2000 年，2009 年，2012 年のデータを
別々に用いて，白川(2010)と同様のモデルを検証する 2)．具体的には読
解力を従属変数とした重回帰分析を 2 つのモデルで行う．まず
MODEL1 において，子どもの性別，同居きょうだいの有無，そして家
族構造を用いた分析を行う．そして MODEL2 では，MODEL1 で使用
した変数に，経済的資源に関する変数を加える．  MODEL1 において
確認された家族構造の影響が，MODEL2 において確認されなかった場
合，彼らの読解力形成における不利は経済的資源の少なさが原因とな
っていると考えられる  ．  
2 つ目の分析として，3 時点のデータを 1 つのデータに統合し，家
族構造と調査年との交互作用項を加え，異なる時点間の家族構造の影
響に有意な差が認められるか否かを検討する．使用するモデルは，1
つ目の分析とほとんど同様だが，MODEL1,MODEL2 それぞれに調査年
のダミー変数と，家族構造と調査年の交互作用項が含まれている．こ
の分析では，家族構造の主効果と交互作用項の効果が重要であり，交
互作用項が有意であれば 2000 年と比較して，家族構造の影響に何らか
の変化が生じていると考えられる．  
 これまで述べてきたように本稿では経済的資源剥奪仮説を中心
に検討するが，この仮説は貧困に陥りやすい母子世帯の不利を説明に
有効とされている．そのため本稿の分析には父子世帯も含めるが，結
果の解釈については母子世帯を中心に行っていく．  
こうした分析枠組みのもといくつか仮説を提示する．  
 
 仮説 1：2000 年のデータで母子世帯について支持された経済的資
源剥奪仮説は，2009 年，2012 年でも支持される．  
 仮説 2：経済的資源を統制した場合の母子世帯の影響は，2000 年
から変化していない．  
 
 前節でも触れたように 2002 年に，政策の転換が行われた．就労支援
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 の重点化などが中心だが，こうした支援が実を結んでいないとの見方
もある(湯澤 2004，下夷 2008)．そのため実質的には児童扶養手当の削
減のみが行われ，ひとり親世帯の経済状態は悪化している可能性もあ
る．またこうした状況に加え，リーマンショック以後の近年の不況に
よっても，彼らの経済状態は影響を受けていると考えられる．こうし
たことからひとり親世帯と二人親世帯の経済的資源の格差は維持，拡
大し，2000 以降のデータでも経済的資源剥奪仮説が支持されるとして
いる．また 2000 年以後も経済的資源剥奪仮説が支持されるならば，そ
れらを統制した場合の家族構造の影響は調査年によって違いはないと
考えられる．そのため，仮説 2 では，経済的資源を統制した家族構造
の影響は 2000 年から 2012 年で変化がないとした． 
 
3 データと変数 
 
使用するデータは「OECD 生徒の学習到達度調査 (Programme for 
International Student Assessment,以下 PISA)」である．PISA は 2000 年か
ら 3 年ごとに行われ，2012 年の調査が最新のものとなっている．日本
では高校 1 年生が調査対象となり，学力テストのほかに，生徒の家庭
環境や学習にかかわる様々なことを質問紙によって調査している．本
稿では PISA の中から，2000 年と 2009 年，そして 2012 年のデータを
使用する．PISA の中でも，この 3 つのデータが，子どもが暮らす世帯
がひとり親世帯か二人親世帯かという情報を含んでいるためである 3)． 
本稿の 1 つ目の主な独立変数は，家族構造である．母親や父親と同
居しているか否かについての生徒の回答をもとに，母親と同居してお
り父親と同居していない場合を母子世帯とし，父親と同居しており母
親と同居していない場合を父子世帯とした．そして母親と父親の両方
と同居している場合を二人親世帯として変数を作成した．  
2 つ目は経済的資源を表す変数である．  耳塚(2013)によれば，経済
的資源は家庭背景の一部をなしており，家庭の経済的豊かさを示すも
のである．これらは家庭の保有する財産や，親の地位によって操作化
 
形成の規定構造が 2000 年から変化したのか，という点に着目する．そ
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合，彼らの読解力形成における不利は経済的資源の少なさが原因とな
っていると考えられる  ．  
2 つ目の分析として，3 時点のデータを 1 つのデータに統合し，家
族構造と調査年との交互作用項を加え，異なる時点間の家族構造の影
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の分析では，家族構造の主効果と交互作用項の効果が重要であり，交
互作用項が有意であれば 2000 年と比較して，家族構造の影響に何らか
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 仮説 1：2000 年のデータで母子世帯について支持された経済的資
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 され，本稿では親の就業形態，所有する本の冊数，そして家庭の教育
的資源 4)を用いる．親の就業形態は，フルタイム，パートタイム，休
職中，その他(主婦，退職)である．ダミー変数として分析に用いる際
にはフルタイムを基準としている．本の冊数は，10 冊以下，11 以上
100 冊以下，101 冊以上 500 以下，501 冊以上の 4 つのカテゴリを作成
し，分析では 501 冊以上のカテゴリを基準として用いている 5)．そし
て，統制変数として，生徒の性別，同居きょうだいの有無を用いてい
る．  
 最後に従属変数であるが，PISA の調査科目の 1 つである読解力を
従属変数とする．  PISA では生徒の読解力はテストの素点が用いられ
るのではなく，Plausible Value(PV)と呼ばれる値を使用している．これ
は生徒が受けたテストの結果から推定される事後分布から，無作為に
抽出され生徒に割り当てられたものである．PISA ではこの PV が科目
ごとに，生徒 1 人につき 5 つ割り当てられている．  
 このような PV に加え，PISA を用いた分析にはいくつか注意点が
あるが．詳細な分析の手続きについては，白川(2009)や川口(2012)など
を参照のこと．  
 
4 分析 
 
4．1 記述統計 
本節ではまず，家族構造と読解力，経済的資源との関連を記述的に
確認し，その後に重回帰分析を用いて読解力の規定構造の時点間比較
を行っていく． 
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表 1 には調査年別に，家族構造と読解力との関連が示されている．
まず，どの調査年においても，家族構造ごとの読解力の平均値には有
意な差が認められる．すべての調査年で読解力の平均値が最も低いの
は，父子世帯であり，その次に母子世帯，そして最も高い値を示して
いるのが二人親世帯となっている．父子世帯と二人親世帯の平均値を
比較してみると，2000 年では約 46 ポイントあった差が，2009 年で
は約 22 ポイント，2012 年では 38 ポイントとなり，2000 年から少し
ずつではあるものの読解力の差が減少している傾向が見て取れる．一
方で，母子世帯と二人親世帯を比較すると，2000 年の約 10 ポイント
の差から，2009 年の約 21 ポイント，2012 年の約 31 ポイントと近年
になるほど，二人親世帯との差が拡大している．このように父子世帯
と母子世帯はどちらも二人親世帯より読解力が低いものの，異なる傾
向を示している． 
また表 1 には調査年ごとに，家族構造と経済的資源の保有状況も示
してある．まず親の就業形態ついて見ると，二人親世帯と父子世帯で
はどの調査年においても，ほとんどがフルタイムの職に就いており大
きな差はない．しかし，母子世帯ではパートタイムが全体の 3 分の 1
を占めており，日本の母子世帯の特徴として指摘されていることと一
表1　使用する変数の記述統計
母子世帯 父子世帯 二人世帯 母子世帯 父子世帯 二人世帯 母子世帯 父子世帯 二人世帯
家族構造 8.9% 1.8% 89.3% 12.6% 2.6% 84.8% 10.5% 1.8% 87.7%
読解力平均*
　平均値(標準偏差) 519.2(80.3) 483.7(80.5) 529.7(79.2) 505.4(96.0) 504.8(87.2) 526.7(93.9) 515.6(93.0) 507.4(91.5) 546.2(90.8)
就業形態
　フルタイム 48.7% 88.1% 95.2% 59.6% 89.6% 94.5% 56.9% 89.4% 94.5%
　パート 33.4% 4.8% 3.0% 29.5% 7.6% 3.2% 31.2% 4.8% 3.6%
　求職 3.2% 2.4% 0.9% 4.4% 1.4% 1.1% 4.5% 2.9% 0.7%
　その他 14.6% 4.8% 0.9% 6.5% 1.4% 1.2% 7.5% 2.9% 1.2%
教育的資源
　平均値(標準偏差) -0.21(1.1) -0.31(1.3) 0.03(1.0) -0.43(1.0) -0.35(1.0) 0.08(1.0) -0.43(1.1) -0.32(1.0) 0.07(1.0)
本の冊数(％)
　10冊以下 15.4% 12.6% 11.2% 16.6% 17.4% 8.1% 17.4% 15.9% 7.8%
　11冊～100冊 42.9% 50.6% 45.2% 49.8% 54.8% 48.2% 50.2% 57.0% 47.6%
　101冊～500冊 34.1% 31.0% 35.2% 27.5% 20.6% 34.7% 26.3% 22.4% 35.7%
　501冊以上 7.6% 5.7% 8.4% 6.0% 7.1% 9.0% 6.2% 4.7% 8.8%
N 440 88 4422 755 155 5081 633 107 5269
*　調査年度ごとの読解力と家族構造の分散分析の結果はそれぞれ，PISA200:F=7.80，PISA2009:F=31.38，PISA2012:F=17.47．いずれも1％水準で有意．
PISA2000 PISA2009 PISA2012 
 
され，本稿では親の就業形態，所有する本の冊数，そして家庭の教育
的資源 4)を用いる．親の就業形態は，フルタイム，パートタイム，休
職中，その他(主婦，退職)である．ダミー変数として分析に用いる際
にはフルタイムを基準としている．本の冊数は，10 冊以下，11 以上
100 冊以下，101 冊以上 500 以下，501 冊以上の 4 つのカテゴリを作成
し，分析では 501 冊以上のカテゴリを基準として用いている 5)．そし
て，統制変数として，生徒の性別，同居きょうだいの有無を用いてい
る．  
 最後に従属変数であるが，PISA の調査科目の 1 つである読解力を
従属変数とする．  PISA では生徒の読解力はテストの素点が用いられ
るのではなく，Plausible Value(PV)と呼ばれる値を使用している．これ
は生徒が受けたテストの結果から推定される事後分布から，無作為に
抽出され生徒に割り当てられたものである．PISA ではこの PV が科目
ごとに，生徒 1 人につき 5 つ割り当てられている．  
 このような PV に加え，PISA を用いた分析にはいくつか注意点が
あるが．詳細な分析の手続きについては，白川(2009)や川口(2012)など
を参照のこと．  
 
4 分析 
 
4．1 記述統計 
本節ではまず，家族構造と読解力，経済的資源との関連を記述的に
確認し，その後に重回帰分析を用いて読解力の規定構造の時点間比較
を行っていく． 
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 致する(阿部 2009)． 一方で 2000 年に比べると，2009 年・2012 年で
は母子世帯の母親がフルタイムの職に従事している割合が，増加して
いる．2002 年以降，母子世帯に対する政策は正規雇用を促進するため
の就労支援が中心となっており，こうした政策の影響がわずかながら
このデータには表れているのかもしれない．次に所有する本の冊数に
ついて見てみると，母子世帯と父子世帯では，どの調査年においても
およそ 60％から 70％が 100 冊以下と回答しているのに対し，二人親
世帯では，101 冊以上と回答する割合が高くなっている．そして家庭
の教育的資源は，母子世帯と父子世帯の平均値が負の値を示している
のに対し，二人親世帯では正の値となっている．親の就業形態だけで
なく，教育的資源や本の冊数といった家庭の保有する財産にも格差が
あることが分かる．  
  
4．2 調査年別の媒介関係の検討 
それでは，次に調査年ごとに読解力を従属変数とした重回帰分析を
行い，家族構造と経済的資源，読解力の関連を詳細に検討していく．
表 2 にはその結果が示してある．まず 2000 年の MODEL1 では，母
子世帯の負の影響は 10％水準で有意であり，父子世帯の負の影響は
1％水準で有意である．次に MODEL2 では，経済的資源に関する変数
が投入されている．これらの変数について結果を見てみると，親の就
業状態ではフルタイムと比べた場合，パートタイムとその他が有意な
負の影響を持っていることがわかる．また所有する本の冊数について
は，501 冊以上の所有を基準とすると，それ以外のすべてのカテゴリ
で有意な負の影響が確認された．教育的資源は有意な正の影響を示し
ており，家庭の教育的資源が多いほど読解力の得点が高くなる．そし
て家族構造の影響を見てみると，MODEL1 で確認された母子世帯の
影響は有意ではなくなっているが，父子世帯の影響は依然として有意
な結果を示している．このような結果は，経済的資源剥奪仮説が母子
世帯については支持され，父子世帯については支持されていないこと
を示している．それでは，このような読解力と家族構造，そして経済
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的資源の関係は 2009 年，2012 年では確認されるだろうか．
 2009年の MODEL1 では母子世帯も父子世帯も 1％で有意な負の結果
を示している．次に MODEL2 の経済的資源についてみると，親の就業
形態がフルタイムである場合に比べ，パートタイムであると負の影響
がある．また本の冊数は，501 冊以上所有している場合に比べ，10 冊
以下，11 冊以上 100 冊以下のカテゴリで有意な負の影響が確認される．
そして家庭の教育的資源は有意な正の影響が示されている．家族構造
の影響を見てみると，母子世帯の影響は依然として有意であるが，父
子世帯の影響は経済的資源を統制することで有意ではなくなっている．
2000 年とは異なり，母子世帯の不利が経済的資源のみでは説明されず，
父子世帯の不利は経済的資源によって媒介されている．最後に 2012
年の結果であるが，まず MODEL1 を見てみると，二人親世帯に比べ母
子世帯，父子世帯ともに有意な負の影響が確認される．次に MODEL2
の経済的資源の影響については，フルタイムと比較した場合，求職中
が ％で有意な負の影響を持つということ以外，2009 年の同様の結果
が得られている．しかし，家族構造の影響は，経済的資源を統制した
上でも，母子世帯，父子世帯ともに有意な影響が維持されている．こ
れは 2000 年とも，2009 年とも異なる結果であり，2012 年では，ひと
り親世帯で暮らす子どもの読解力形成における不利は，経済的資源の
みでは説明できなくなっている．ここまでの結果を簡単にまとめると，
母子世帯で暮らす子どもの読解力形成における不利は，2000 年では経
済的資源によって説明されていたが，2009 年，2012 年では経済的資源
だけでは説明されないことがわかった．つまり 2009 年，2012 年では
経済的資源剥奪仮説は支持されず，仮説 は支持されなかった．一方
で，父子世帯については一貫した傾向は確認されず，2000 年と 2012
年では経済的資源よって説明されない父子世帯の不利が確認されたが，
2009 年では彼らの不利は経済的資源によって説明されている．




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 4．3 累積データによる分析 
以上の結果から，ひとり親世帯で暮らす子どもの読解力形成の規定
構造に何らかの変化が生じていると考えられる．しかし，これまでの
分析では 3 つの異なる時点のデータを別々に分析しているため，3 時
点間の家族構造の影響に有意な差があるのか検討できていない．こう
したことを検討するため，3 時点のデータを 1 つのデータに累積させ，
家族構造と調査年との交互作用項を加えたモデルで分析を行った．そ
の結果も表 2 に示してある．  
MODEL1 では性別，同居きょうだいの有無，家族構造，調査年，家
族構造と調査年の交互作用項を用いている．家族構造と調査年の交互
作用項を含んでいるため，母子世帯と父子世帯の主効果は 2000 年の母
子世帯，父子世帯の影響と解釈することができる．また交互作用項の
結果は，2000 年の母子世帯，父子世帯の影響を基準として場合の 2009
年，2012 年の影響と解釈できる．  
まず母子世帯について見てみると，主効果は 10％で有意であり，負
の影響が示されている．交互作用項は，2009 年ダミーと母子世帯の交
互作用項が 10％で有意であり，2012 年ダミーと母子世帯の交互作用項
が 1％で有意となっている．いずれの交互作用項も負の影響を示して
おり，2000 年の母子世帯の不利が，2009 年，2012 年でさらに増大し，
その差も統計的に有意であることが示された．一方で父子世帯は，主
効果が有意であるものの，調査年との交互作用項はいずれも有意では
ないため，読解力形成における父子世帯の不利は維持されている．   
 次の MODEL2 は，MODEL1 に経済的資源を加えている．母子世帯
の主効果は有意ではなく，2009 年ダミーとの交互作用項も有意でない
が，2012 年ダミーとの交互作用項は 1％で有意な結果を示している．
このことから経済的資源を統制した場合の母子世帯の影響は，2000 年
と 2012 年で有意な差が認められ，経済的資源によって説明されない母
子世帯の不利が近年に至るほど拡大していることがわかる．また父子
世帯は経済的資源を統制した場合，主効果と 2009 年ダミーとの交互作
用項が有意となっている．交互作用項の回帰係数はプラスの値を示し
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 ており，2009 年では父子世帯の不利は小さくなっている．  
 本稿の仮説では母子世帯の読解力形成の不利は，近年にいたるまで
経済的資源剥奪仮説が支持され，その影響に変化がないとしていた．
しかし分析結果からは，2000 年と比較した場合，経済的資源で説明さ
れない不利が有意に拡大しているため，仮説 2 は支持されなかった．
一方父子世帯では，2009 年では経済的資源を統制した場合，2000 年に
比べて彼らの不利は有意に縮小していた．しかし 2012 年ではこうした
傾向はなくなっており，一貫した傾向は見て取れない．  
 
5 まとめ 
 
本稿の分析結果から，母子世帯で暮らす子どもの不利は近年拡大傾
向にあり，そうした不利は経済的資源だけでは説明されないことがわ
かる．つまり母子世帯で暮らす子どもは経済的な困難だけでなく，新
たな要因によって読解力形成が妨げられているということである．こ
うした新たな要因は何であろうか．この要因の 1 つとして考えられる
のは，母子間の関係的資源の減少ではないだろうか．2-2 でも述べた
ように，ひとり親世帯の政策は 2002 年に公的扶助中心から就労支援中
心に変更された．こうした就労支援は，母子世帯の母親を正規雇用の
職に就かせることを目的としており，本稿のデータでも 2009 年，2012
年ではフルタイムで働く母子世帯の母親が増加していた．仮に母親が
正規雇用で働くことになれば，以前よりも長時間労働になる．また依
然として非正規労働で働き続けるならば，児童扶養手当の減額を補う
ために，労働時間を長くすることも考えられる．いずれの場合でも，
子どもと接する時間や会話の量が減少すると考えられる．このような
子どもと親の関係が希薄であることが，子どもの教育に負の影響を与
えるとする関係的資源剥奪仮説はこれまで父子世帯の不利を説明する
ものとして考えられてきたが，母子世帯にも同様の問題が生じている
のかもしれない．この関係的資源剥奪仮説の検証は今後の課題となる． 
本稿の分析では，経済変動などの影響を統制することができていな
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 いため，一概に政策の転換のみが，こうした変化の原因であると断じ
ることはできない．だが 2002 年の政策の転換は，母子世帯の収入の支
えとなっていた児童扶養手当を縮小し，経済的な問題を維持したまま，
親子関係の悪化のような新たな問題まで生じさせている可能性がある
とすると，制度の再検討が必要になる．児童扶養手当の減額を就労支
援によって補えているのか，就労状況の変化が親子の関係を悪化させ
ることがないのか，など慎重な議論が望まれる．   
最後に父子世帯についてだが，本稿の結果では一貫した傾向がなく，
2000 年と 2012 年の結果は共通している部分が多いが，2009 年はその
2 つの結果とは異なる．特に 2009 年の結果では経済的資源剥奪仮説が
支持されている．日本のひとり親世帯出身者の研究の中でも父子世帯
出身者に関しては，サンプル数が少ないことなどから十分に検討され
ていない．そのため一貫した傾向は見られなかったものの，今後の分
析にとって重要な資料となりうるだろう．  
 
 
注  
 
1) これらの論文に先行して，三輪(2005)が母子世帯を扱っているが，こ
の論文の焦点は従来の世代間移動研究で見落とされてきた父不在・無
職層の人々を分析の枠組みに含めることや，父親情報のみに基づく階
層変数の操作化の限界性を指摘するであるため，重要な指摘ではある
ものの，他のひとり親世帯の研究とは問題関心が若干異なる 
2) 白川の分析では，同居きょうだいの有無ではなく，きょうだい数が用
いられている．またひとり親世帯と二人親世帯に加えて，ステップフ
ァミリーも統制した上で分析を行っている．いずれの変数も PISA2000
のみで利用可能な変数であるため，比較を行う都合上，本稿ではこう
した変数は使用しない． 
3) PISA では調査年ごとに中心的な調査科目を設けている．2000 年と 2009
年は読解力が，2012 年では数学的リテラシーが中心的な分野となって
いる．そのため 2012 年のデータには読解力のテストに回答していない
生徒も含まれている． 
4) 家庭の教育的資源はデータ内にあらかじめ準備されている合成変数で
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年ではフルタイムで働く母子世帯の母親が増加していた．仮に母親が
正規雇用で働くことになれば，以前よりも長時間労働になる．また依
然として非正規労働で働き続けるならば，児童扶養手当の減額を補う
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子どもと親の関係が希薄であることが，子どもの教育に負の影響を与
えるとする関係的資源剥奪仮説はこれまで父子世帯の不利を説明する
ものとして考えられてきたが，母子世帯にも同様の問題が生じている
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本稿の分析では，経済変動などの影響を統制することができていな
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 ある．この合成変数は辞書，静かに勉強できる場所，勉強机，教科書
の有無，計算機の台数から構成されている．この変数に含まれる資源
は家庭の文化的資源と考えられることもあるが，家庭の保有する財産
であり本稿では経済的資源の一部をなしているものとして扱う． 
5) 所有する本の冊数は白川(2010)や park(2007)でも用いられており，日
本では 15 歳時の暮らし向きと 15 歳時の家庭にあった本の冊数に正の
相関がみられるため，経済的資源としても妥当なものだと考えられる
(中澤 2011)． 
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The Effects of Single-Parenthood on Children’s Reading 
Literacy 
Temporal Comparison Using PISA2000, PISA2009 and 
PISA2012 
 
SAITO, Yuya 
Graduate School of Humanities, Tokyo Metropolitan University 
 
Using the data from Program for International Student 
Assessment, this paper examines the effects of single-parenthood 
on children’s reading literacy in 2000, 2009 and 2012．  
Previous studies found that children from single-parent 
families had educational disadvantages because they are suffering 
from poverty． This is called” economic deprivation hypothesis”, 
and this paper test the hypothesis analyzing PISA2000, PISA2009, 
PISA2012．  Testing same analytical model in these data, we 
investigate whether relationships between single-parenthood and 
economic resources change or not．  
As a result of the analysis, the following are found． (1)  
Children from single-parent families have lower reading literacy 
than those from two-parent family． (2) The disadvantages of 
father-absent families have increased from 2000 to 2012．  And 
we are unable to explain the negative effects of father’s absence 
on children’s reading literacy only with the shortage of economic 
resources．  (3) The disadvantages of mother-absent families have 
decreased from 2000 to 2012．  
 
Keywords: single-parent family, PISA, temporal comparison 
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